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気候変動に関する国際協調
－国際関係論の視点から
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出典：IPCC, 2021

地球の温暖化が人為的な要因によるものであることは、
もはや疑う余地がない

1.1℃上昇済
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異常気象の頻度と強度が増加している

出典：UNDRR (2022) Global Assessment 
Report on Disaster Risk Reduction 2022 
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Source：IPCC 2023
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今後の気温上昇幅は、現在の対策次第

Source：IPCC 2023
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• 緩和策 (mitigation) 

今後のさらなる気候変動を予防するため、温室効果ガス排出量削減を目的として

講じる手段。「脱炭素」「カーボンニュートラル」等。

• 適応策  (adaptation) 

すでに生じてしまった気候変動に対して、被害を最小限に食い止めるために講じ

る手段。堤防を高くする、温暖な気候に合った作物への品種改良等。

• 損失・被害 (loss & damage) 

すでに生じてしまった気候変動に対して、適応策で防げない影響によって生じた

被害を補填するための手段。保険制度や途上国支援等。

気候変動への３つの対応
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気候変動
枠組条約

京都議定書

パリ協定
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20世紀の国際関係 国と国との関係で説明

国際

民間

政府

民間

Ａ国 Ｂ国
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政府



論点 概要

長期目標 ・産業革命前からの気温上昇を２℃未満に抑える。また、
1.5℃に向けて努力する。

「先進国」「途
上国」の２分論

なし

緩和策（４条） ・今世紀後半に排出と吸収をバランスさせることを目指す。
・すべての国は、目標を設定し、それに向けて政策をとらな

くてはならない。
・次期の目標は直前の目標と比べて進捗を示していることに

なる。
・先進国はリードをとり絶対排出削減目標。途上国は順次、

絶対値目標へ。
・目標や関連情報を５年ごとに報告。
・目標値は、条約事務局が準備する登録簿に登録される。

12

パリ協定（2015年 COP21で採択）概要



論点 パリ協定

適応策
（７条）

・地球規模の目標を設定（レジリエンスの強化）
・すべての国は、適応計画を策定し、実施しなくてはならない。
・すべての国は、適応策の実施状況に関して報告し、定期的に更新

損失＆損害
（８条）

・ワルシャワ国際メカニズムがガイダンスを与える。
・すべての国は損失＆損害について協力する。

資金（９
条）

・先進国は、緩和と適応に対して引き続き資金を供与しなくてはなら
ない。

・他の国にも自主的な資金供給を推奨。
・先進国は、資金に関する情報を透明化し、報告する。
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パリ協定の概要



論点 パリ協定

透明性（１３条） ・相互の信頼性を確保するため、各国の異なる能力を踏まえた
柔軟性を有する枠組みを設立。

・すべての国は、定期的に情報を提供する。
・提供された情報は、技術専門家レビューの対象となる。

グローバル・ス
トックテーキング
（14条）

・締約国会議は、すべての国の約束の合計値と、長期目標達成
との状況について、定期的に確認作業を行う。

・第１回目は2023年に実施し、その後５年ごとに実施。

発効要件（21条） ・55カ国以上の国、および、世界の総排出量の55％以上の割合
を占めていること。

脱退（28条） ・協定発効後３年を経過しなければ、脱退の通告はできない。
・締約国は、脱退通告の１年後に、脱退できる。
・気候変動枠組条約から脱退した国は、本協定からも脱退した

とみなす。
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パリ協定の概要
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21世紀の国際関係→グローバルガバナンス



2015年 パリ会議（COP21） パリ協定採択 初めて1.5℃に言及 各国2030年近
辺目標を提出

2016年 条約事務局、2030年目標合計値が2 ℃に達成しないことを確認
パリ協定発効 COP22中に米大統領選結果が判明

2017年 米国 パリ協定からの離脱を表明。企業や自治体等の自主的取り組み活
性化

ＣＯＰ２３

2018年 ＩＰＣＣから1.5℃特別報告書。２℃ではなく1.5℃を目指すべきという声が
強まる

ＣＯＰ２４ にて、パリ協定の実施に必要な詳細ルール（ルールブックと呼
ばれる）が合意。ただし、６条と透明性は合意できず翌年に持ち越された

2019年 ＣＯＰ２５ 1.5℃を目指してネットゼロ表明国が増え始める
2020年 ＣＯＰ２６ コロナのため１年延期 米国大統領選 バイデン氏勝利

COP21以降の動向

世界中で異常気象
が増加

企業、自治体、都市、市民等、
国以外の主体の自発的な活動が
活性化
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出典：
Kuriyama et al. 
(2019)

日本の温室効果ガス排出量の推移

2030年の目標
-46% 
（2013年比）
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2050年の目
標
排出量実質
ゼロ
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https://www.reuters.com/markets/commodities/china-widens-renewable-energy-supply-lead-with-wind-power-push-2023-03-01/



電気自動車の新規販売台数に占める割合

出典：IEA (2023) Global EV Outlook 2023 
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気候変動を安全保障の文脈で語る

22

1980年代以降、地球温暖化／気候変動を安全保障の文脈で語る場面が見
られてきた。しかし、語る人の立場や目的により、意味や含意が異なる。

４つのタイプ

１：地球環境安全保障    （環境団体のスタンス）
 2：気候変動が防衛インフラ・体制・戦略に及ぼす影響

(防衛省のスタンス）
3：紛争との因果関係（国連安保理、UNHCRなど）
4：人間安全保障（外務省のスタンス）



１：地球環境安全保障    （環境団体のスタンス）

生物種損失リスク

絶滅に瀕する生物
種の割合

死亡に至る気温と湿
度の条件に達する
一年あたりの日数
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2：気候変動が防衛インフラ・体制・戦略に及ぼす影響



3:  紛争との因果関係 4：人間安全保障
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UNDP(2022)

Vivekananda et al. 

(2020)
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５番目として…国の領土や資本の喪失

• 海面上昇による領土や領海、EEZの喪失

• 特に臨海にある大都市の被害

• 高熱によるインフラの被害

• 高熱による健康影響、労働の質の劣化

• 台風や集中豪雨による浸水被害、家屋や建物の喪失

• 高熱や浸水、渇水による農作物への被害

• 山火事による被害

• 世界的な供給不足による輸入品価格高騰

等。

上記の観点から総合的に考える

部局が行政府にない。



ご清聴
ありがとうございました
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